
総務常任委員会
【所管事務調査】

竣 工 年 月

主 な 施 設 内 容

火 葬 件 数

稼 動 状 況 等

火 葬 件 数 内 訳

多様化する葬儀
形態を見据えた火

葬場整備
環境負荷の低減 周辺環境・周辺住

民に配慮
火葬需要に対応

緊急時・災害時の
対応

早期の整備

公設方式にて整備 郊外地２回転/１基/日

〘 新火葬場施設整備および運営のあり方について 〙

設
備

葬儀場 動物専用炉

アメニティ 災害時対応

火葬場整備基礎調査業務報告書から

草津市単独 栗東市単独 両市共同で整備

年間死亡者数（ピーク年） ２０６５年 ２０６５年

推定人口 １３３，４５９人 ６６，９７４年 ２００，４３３人

年間火葬需要量 ２，０４１件 ８８９件 ２，８５８件

必要火葬炉数（予備１炉含む） ８炉 ５炉 ９炉

整備費（用地費・造成費含まず） ３２億２，１００万円 ２０億８，０００万円 ３５億９，４００万円

運
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公 営

指定管理

整
備
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体

草津市単独

栗東市と共同

整
備
方
法

公 設

ＰＦＩ方式

栗東市と共同で、整備方針等の検討するための基礎調査の実施

栗東市と共同する事の有効性

より効率的な整備・運営ができる手法について

ＰＦＩ事業の有効性について

葬儀場・動物専用炉等の付帯設備の必要性

尊厳と感謝の思いを大切にできる火葬場

等について引き続き調査・研究を行い、市に提言してまいります

昭和５５年４月

火葬炉３基 炉前ホール 待合室 収骨室他

駐車場４４台

令和元年度 １，２４７件

令和元年度 ４８．９％

草津市７０．９％ 栗東市２１．７％ その他７．４％

基 本 的 な 考 え 方

調査業務報告書より

課 題

老朽化 利用者のニーズに対応できていない

スペース不足で最新の火葬設備の導入ができない

稼働率が高く、希望日、時間に対応できない

〇各市単独より両市で整備した方が、整備費３割以上削減可能
〇公設・公営で行うより、ＰＦＩ方式とした場合は整備費・運営費合わせさらに１割削減可能

以下の事項等について調査・研究を進めてまいります


